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独立行政法人
国際農林水産業研究センター

　　　　　　（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 429,211,945

たな卸資産 2,809,794

前渡金 11,562,398

前払費用 1,010,580

その他の流動資産 1,751,941

流動資産合計 446,346,658

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 4,066,181,892

減価償却累計額 1,224,497,941 2,841,683,951

構築物 774,728,311

減価償却累計額 279,720,101 495,008,210

機械及び装置 11,825,053

減価償却累計額 10,028,619 1,796,434

車両運搬具 158,551,106

減価償却累計額 91,224,275 67,326,831

工具器具備品 1,427,974,949

減価償却累計額 904,990,448 522,984,501

土地 4,702,326,526

有形固定資産合計 8,631,126,453

２　無形固定資産

特許権 8,901,172

ソフトウエア 6,742,750

電話加入権 733,950

無形固定資産仮勘定 24,198,458

無形固定資産合計 40,576,330

３　投資その他の資産

預託金 98,690

投資その他の資産合計 98,690

固定資産合計 8,671,801,473
資産合計 9,118,148,131

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２０年３月３１日）



負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 172,114,982

未払金 214,997,990

未払費用 16,251,959

未払消費税等 8,141,900

リース債務 654,110

預り金 11,877,223

流動負債合計 424,038,164

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

固定資産見返運営費交付金 449,837,689

固定資産見返補助金等 25,011,750

無形固定資産仮勘定見返運営費交付金 24,198,458

固定資産見返物品受贈額 72,063,332 571,111,229

長期預り寄附金 3,547,200

固定負債合計 574,658,429

負債合計 998,696,593

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 8,470,154,319

資本金合計 8,470,154,319

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 1,295,782,645

損益外減価償却累計額（△） △ 1,670,804,221

損益外減損損失累計額（△） △ 669,150

資本剰余金合計 △ 375,690,726

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 693,362

積立金 13,710,513

当期未処分利益 10,584,070

（うち当期総利益 10,584,070円）

利益剰余金合計 24,987,945

純資産合計 8,119,451,538
負債純資産合計 9,118,148,131



独立行政法人
国際農林水産業研究センター
　　　　　　（単位：円）

経常費用

研究業務費

給与、賞与及び諸手当 1,071,494,796

法定福利費 69,412,216

福利厚生費 3,397,273

退職金費用 166,063,032

その他の人件費 204,967,294

滞在費 63,842,492

外部委託費 300,748,537

研究材料・消耗品費 274,354,177

賃借料 14,087,780

減価償却費 120,682,500

保守・修繕費 173,457,695

水道光熱費 107,784,870

国内旅費交通費 35,721,572

国外旅費交通費 264,936,344

備品費 77,749,096

顧問料 2,878,421

その他業務経費 132,405,095 3,083,983,190

一般管理費

役員報酬 36,305,181

給与、賞与及び諸手当 238,812,075

法定福利費 18,127,628

福利厚生費 3,862,956

退職金費用 78,712,137

その他の人件費 21,712,534

外部委託費 1,894,385

賃借料 1,427,272

減価償却費 4,603,102

保守・修繕費 24,807,089

水道光熱費 5,384,420

国内旅費交通費 5,805,069

消耗品費 6,463,226

備品費 4,565,463

顧問料 6,336,000

その他管理経費 13,733,794 472,552,331

財務費用 58,968 58,968

経常費用合計 3,556,594,489

損　益　計　算　書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）



経常収益

運営費交付金収益 3,068,638,265

施設費収益 1,420,000

事業収益 452,475

政府等受託収入 241,023,545

その他受託研究収入 77,011,210

寄附金収益 2,452,800

補助金等収益 42,094,755

資産見返負債戻入

固定資産見返運営費交付金戻入 121,705,485

固定資産見返補助金等戻入 1,449,447

固定資産見返物品受贈額戻入 3,524,074

無形固定資産仮勘定戻入 479,207 127,158,213

財務収益

受取利息 215,111

雑益

物品受贈益 587,423

雑益 7,287,860 7,875,283

経常収益合計 3,568,341,657

経常利益 11,747,168

臨時損失

固定資産売却損 1,366,657

固定資産除却損 2,237,628

臨時損失合計 3,604,285

臨時利益

固定資産売却益 1,119,943

その他臨時利益 1,158,116

臨時利益合計 2,278,059

当期純利益 10,420,942

前中期目標期間繰越積立金取崩額 163,128

当期総利益 10,584,070



独立行政法人

国際農林水産業研究センター

　　（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 642,107,181

人件費支出 △ 1,882,713,329

その他の業務支出 △ 865,981,421

運営費交付金収入 3,275,063,000

受託収入 318,001,395

寄附金収入 6,000,000

補助金等収入 68,555,952

その他の業務収入 7,755,380

小　　計 284,573,796

利息の受取額 215,111

利息の支払額 △ 42,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 284,746,907

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 212,048,376

有形固定資産の売却による収入 2,353,105

無形固定資産の取得による支出 △ 6,462,445

施設費による収入 74,060,700

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 142,097,016

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 1,308,216

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,308,216

Ⅳ　資金増加額 141,341,675

Ⅴ　資金期首残高 287,870,270

Ⅵ　資金期末残高 429,211,945

（平成1９年４月１日～平成２０年３月３１日）

キャッシュ・フロー計算書



独立行政法人

国際農林水産業研究センター

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 10,584,070

当期総利益 10,584,070

Ⅱ 利益処分額 10,584,070

積立金 10,584,070

　　　

利益の処分に関する書類
（平成２０年３月３１日）



　　　　独立行政法人

　　　　国際農林水産業研究センター

　（単位：円）

Ⅰ　業務費用 3,233,635,830

損益計算書上の費用

研究業務費 3,083,983,190

一般管理費 472,552,331

58,968

3,604,285 3,560,198,774

　　（控除）自己収入等

政府等受託収入 △ 241,023,545

その他受託研究収入 △ 74,011,210

寄附金収益 △ 2,452,800

事業収益 △ 452,475

受取利息 △ 215,111

雑益 △ 7,287,860

臨時利益 △ 1,119,943 △ 326,562,944

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 256,071,438

損益外固定資産除却相当額 7,045,277 263,116,715

Ⅲ　引当外賞与見積額 △ 1,189,999

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 3,091,891

Ⅴ　機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 104,414,795

Ⅵ　行政サービス実施コスト 3,603,069,232

行政サービス実施コスト計算書
（平成1９年４月１日～平成２０年３月３１日）

財務費用

臨時損失



Ⅰ　重要な会計方針

1 運営費交付金収益の計上基準

運営費交付金収益の計上基準は、業務のための支出額を限度として収益化する方法（費用進行

型）を採用しております。

2 減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

　　定額法を採用しております。

建物 １５～５０ 年

構築物 １０～５０ 年

機械及び装置 ８～　９ 年

車両運搬具 ４～　７ 年

工具器具備品 ４～　８ 年

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却額については、損益外減価

　償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

　　定額法を採用しております。

　特許権については、８年の耐用年数を用いております。

ております。

3 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

　賞与については運営費交付金により財源が措置されておりますので、賞与に係る引当金は計上

しておりません。

また、賞与の見積額を貸借対照表注記において表示し、賞与の増加額を行政サービス実施コスト

計算書に表示しております。賞与の見積額は期末における支給見込額に基づいて計算しております。

4 退職手当に係る引当金及び見積額の計上基準

　退職手当については運営費交付金により財源が措置されておりますので、退職手当に係る引当

金は計上しておりません。

また、退職手当の見積額を貸借対照表注記において表示し、退職手当の増加額を行政サービス

実施コスト計算書に表示しております。退職手当の見積額は期末における自己都合退職要支給額

に基づいて計算しております。

5 たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法による低価法を採用しております。

6 消費税等の会計処理方法

税込方式によっております。

注　記　事　項

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい



7 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなってお

ります。

8 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

9 リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理を行っております。

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を行っています。

Ⅱ　重要な会計方針の変更

当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立

行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会 公企業会計

小委員会 平成19年11月19日）及び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準

注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成20年2月

最終改訂）を適用しております。

この結果、財務諸表に次のような影響等が生じております。

１　純資産

前事業年度まで「資本の部」、「資本合計」及び「負債資本合計」として表示していた項目を、

当事業年度から、それぞれ、「純資産の部」、「純資産合計」及び「負債純資産合計」として

表示しております。なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は8,119,451,538円であります。

２　引当外賞与見積額

当事業年度から「独立行政法人会計基準第８７賞与引当金に係る会計処理」により引当金を計

上しないこととされた場合の賞与見積額を行政サービス実施コスト計算書に「引当外賞与見積額」

として計上しております。これにより、前事業年度までの方法に比べて、行政サービス実施コスト

が△1,189,999円増加しております。

Ⅲ　貸借対照表注記 

　運営費交付金で充当されるべき退職手当の見積額 1,459,693,214 円

運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額 118,460,532 円

Ⅳ　キャッシュ・フロー計算書注記

　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金　　　　

資金期末残高　　　　 429,211,945円

429,211,945円



Ⅴ　行政サービス実施コスト計算書注記

1 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付政府保証債の平成２０年３月末利回りを参考に1.275％を利率として適用しております

2 行政サービス実施コストに準ずる費用関係

独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用
は次のとおり

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 10,268,826 円

3 行政サービス実施コストに関する追加事項
平成18年度「引当外退職給付増加見積額」は74百万円であったが誤りであったため、業務実績

報告書上では54百万円に修正している。また、これに伴い同年の「行政サービス実施コスト」を
3,645百万円から業務実績報告書上では3,624百万円に修正している。



独立行政法人

国際農林水産業研究センター

平成20年3月31日

平成１９年度

附　　属　　明　　細　　書



建物            46,228,070 16,411,500        -                   62,639,570           5,464,112          1,498,561        -                    57,175,458          

構築物 20,261,033           15,960,005        -                   36,221,038           5,350,674          1,635,364        -                    30,870,364          

機械及び装置 586,000               -                      -                   586,000               -                      -                    -                    586,000              

車両運搬具 154,680,089         14,578,339        10,707,322     158,551,106         91,224,275        17,315,618      -                    67,326,831          

工具器具備品 1,030,212,987      92,243,482        3,355,970       1,119,100,499      737,618,102       98,857,128      -                    381,482,397        

計 1,251,968,179      139,193,326      14,063,292     1,377,098,213      839,657,163       119,306,671     -                    537,441,050        

建物 3,946,945,803      63,641,796        7,045,277       4,003,542,322      1,219,033,829    180,644,475     -                    2,784,508,493      

構築物 738,507,273         -                      -                   738,507,273         274,369,427       41,385,016      -                    464,137,846        

機械及び装置 11,239,053           -                      -                   11,239,053           10,028,619        -                    -                    1,210,434           

工具器具備品 299,875,546         8,998,904          -                   308,874,450         167,372,346       34,041,947      -                    141,502,104        

計 4,996,567,675      72,640,700        7,045,277       5,062,163,098      1,670,804,221    256,071,438     -                    3,391,358,877      

非償却資産
土地 4,702,326,526      -                      -                   4,702,326,526      -                      -                    -                    4,702,326,526      

建設仮勘定
建設仮勘定 -                        151,498,200      151,498,200   -                        -                      -                    -                    -                       

建物 3,993,173,873      80,053,296        7,045,277       4,066,181,892      1,224,497,941    182,143,036     -                    2,841,683,951      

構築物 758,768,306         15,960,005        -                   774,728,311         279,720,101       43,020,380      -                    495,008,210        

機械及び装置 11,825,053           -                      -                   11,825,053           10,028,619        -                    -                    1,796,434           

車両運搬具 154,680,089         14,578,339        10,707,322     158,551,106         91,224,275        17,315,618      -                    67,326,831          

工具器具備品 1,330,088,533      101,242,386      3,355,970       1,427,974,949      904,990,448       132,899,075     -                    522,984,501        

土地 4,702,326,526      -                      -                   4,702,326,526      -                      -                    -                    4,702,326,526      

建設仮勘定 -                        151,498,200      151,498,200   -                        -                      -                    -                    -                       

計 10,950,862,380     363,332,226      172,606,769   11,141,587,837     2,510,461,384    375,378,109     -                    8,631,126,453      

特許権 7,858,388            3,104,387          -                   10,962,775           2,061,603          1,170,429        -                    8,901,172           

ソフトウェア 18,725,210           -                      -                   18,725,210           11,982,460        3,650,386        -                    6,742,750           

電話加入権 1,403,100            -                      -                   1,403,100            -                      -                    669,150          733,950              

無形固定資産仮
勘定 19,461,470           8,384,382          3,647,394       24,198,458           -                      -                    -                    24,198,458          

計 47,448,168           11,488,769        3,647,394       55,289,543           14,044,063        4,820,815        669,150          40,576,330          

投資その他
の資産 預託金 98,690                -                      -                   98,690                -                      -                    -                    98,690                

計 98,690                -                      -                   98,690                -                      -                    -                    98,690                

有形固定資
産合計

期末残高

減価償却累計額

有形固定資
産（償却費
損益内）

有形固定資
産（償却費
損益外）

当期減少額

無形固定資
産合計

固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価
償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 摘要
当期償却額

差引当期末残高

（単位：円）

減損損失累計額



当期購入・

製造・振替
その他

 払出・振
替

その他

（原料） 1,937,198 1,383,877 － 1,844,543 － 1,476,532

　　農薬 1,072,229 546,667 － 934,172 － 684,724

　　肥料 864,969 837,210 － 910,371 － 791,808

（消耗品） 931,195 13,394,296 － 12,992,229 － 1,333,262

　　軽油 64,403 717,758 － 626,565 － 155,596

　　灯油 847,622 11,725,618 － 11,406,994 － 1,166,246

　　ガソリン 0 934,920 － 934,920 － 0

　　切手 12,170 1,000 － 5,750 － 7,420

　　登記印紙 7,000 15,000 － 18,000 － 4,000

計 2,868,393 14,778,173 － 14,836,772 － 2,809,794

たな卸資産の明細

種   類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要

（単位：円）



（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　要

資本金
政府出資金

8,470,154,319 -                         -                         8,470,154,319

計
8,470,154,319 -                         -                         8,470,154,319

施 設 費
1,324,132,850 72,640,700 -                         1,396,773,550

当期増加は隔離温室改修工
事分の増加による

運営費交付金
107,100 -                         -                         107,100

資本剰余金 政府承継
2,304,000 -                         -                         2,304,000

損益外固定資産除却
相当額 △ 96,356,728 △ 7,045,277 -                         △ 103,402,005

当期増加は政府現物資産及
び承継資産の除却による

計
1,230,187,222 65,595,423 -                         1,295,782,645

損益外減価償却累計額
△ 1,415,344,482 △ 256,071,438 △ 611,699 △ 1,670,804,221

当期減少は隔離温室ほか設
備の除却による

損益外減損損失累計額
△ 669,150 -                         -                         △ 669,150

計
△ 1,416,013,632 △ 256,071,438 △ 611,699 △ 1,671,473,371

差引計
△ 185,826,410 △ 190,476,015 △ 611,699 △ 375,690,726

区　  　分

資本金及び資本剰余金の明細



（単位：円）

区　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　要

前中期目標期間繰越積立金 856,490           -                     163,128           693,362           注１

通則法第44条第1項積立金 -                     13,710,513       -                     13,710,513       注２

計 856,490           13,710,513       163,128           14,403,875       

注１）　当期減少額は前中期目標期間繰越積立金取崩額です。
注２）　当期増加額は前期利益処分による積立額です。

積　立　金　の　明　細



（単位：円）

金　　額 摘　　　　要

163,128           

前中期目標期間での自己収入予算にて取得し
た固定資産の減価償却費計上額

目的積立金の取崩しの明細

区　　　　　　　　　分

前中期目標期間繰越積立金取崩額



（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

運営費交付金収益
資産見返運営費

交　　付　　金
 無形固定資産仮勘定
見返運営費交付金

小    計

82,178,083         0 18,146,990 0 0 18,146,990 64,031,093

0 3,275,063,000 3,050,491,275 108,167,254 8,320,582 3,166,979,111 108,083,889

82,178,083         3,275,063,000                 3,068,638,265               108,167,254              8,320,582                 3,185,126,101           172,114,982       

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
　　①１８年度交付分 （単位：円）

　区　　　分 金　　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳
18,146,990 ①費用進行基準を採用した業務:当法人における全ての業務

②当該業務に係る損益等

 ア）損益計算書に計上した額： 18,146,990
　　　役職員人件費 0 　研　究　業　務 　費 18,118,470
　　　一般管理費 28,520 　リース料支払相当額 0

費用進行基準 　　　財務費用 0
0 イ）固定資産の取得額： 0

　　　建　　　物 0 　　　　　構　   築　   物 0
　　　車輌運搬具 0 　　　　　工具器具備品 0
　　　ソフトウェア　 0

による振替額 　　　預　託　金 0

　　無形固定資産仮勘定 0 ウ）特許出願に要する弁理士費用： 0
　　見返運営費交付金  

　計 18,146,990

0

合　　　　計 18,146,990

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

会計基準第８０第３項による振替額

平成１８年度

③運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金で実施する事業と自己収入で実施する事業とに分けております。

交付年度

平成１９年度

合　　計

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期末残高

当　期　振　替　額

期首残高 交付金当期交付額



　　②１９年度交付分 （単位：円）
　区　　　分 金　　額 内　　　　　　　　　　　　　　訳

3,050,491,275 ①費用進行基準を採用した業務:当法人における全ての業務

②当該業務に係る損益等

 ア）損益計算書に計上した額： 3,050,491,275
　　　役職員人件費 1,864,614,933 　研　究　業　務 　費 1,077,295,926
　　　一般管理費 107,230,200 　リース料支払相当額 1,308,216

費用進行基準 　　　財務費用 42,000
108,167,254 イ）固定資産の取得額： 108,167,254

　　　建　　　物 16,411,500 　　　　　構　   築　   物 15,960,005
　　　車輌運搬具 14,578,339 　　　　　工具器具備品 61,217,410
　　　ソフトウェア　 0

による振替額 　　　預　託　金 0

　　無形固定資産仮勘定 8,320,582 ウ）特許出願に要する弁理士費用： 8,320,582
　　見返運営費交付金  

　計 3,166,979,111

0

合　　　　計 3,166,979,111

（３）運営費交付金債務残高の明細
交付年度

平成１８年度 64,031,093 ○費用進行基準を採用した業務は、当法人における全ての業務。

○運営費交付金債務残高は、人員減により残となった人件費残64,031,093円です。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高のうち人件費残については、翌々事業年度において収益化

する予定です。

平成１９年度 108,083,889 ○費用進行基準を採用した業務は、当法人における全ての業務。

○運営費交付金債務残高は、人員減により残となった人件費残81,435,744円と、年度を跨ぐ業務費残26,648,145円

（海外出張旅費、滞在費、棚卸資産など）です。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高のうち、事業費残については翌事業年度、人件費残については

翌々事業年度において収益化する予定です。

費用進行基準を採用した業
務に係る分

費用進行基準を採用した業
務に係る分

会計基準第８０第３項による振替額

資産見返運営費交付金

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

運営費交付金収益

③運営費交付金の振替額の積算根拠
運営費交付金で実施する事業と自己収入で実施する事業とに分けております。



(単位：円）

資本剰余金 施設費収益 その他

施設整備費補助金 74,060,700 72,640,700 1,420,000 0

計 74,060,700 72,640,700 1,420,000 0

摘　要

施設費の明細

区　　分 当期交付額
左 の 会 計 処 理 内 訳



(単位：円）

資産見返補助金等 収益計上

平成１９年度研究協力事業助成金
（研究協力事業費補助金）

68,555,952 26,461,197 42,094,755

計
68,555,952 26,461,197 42,094,755

摘　要

補助金等の明細

区　　分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳



（単位：千円、人）

　支給額 　支給人員 　支給額 　支給人員

役　　　員 36,070 3 0 0

職　　　員 1,310,307 150 149,726 9

その他役員 235 1 0 0

その他職員 226,680 254 0 0

合　　　計 1,573,292 408 149,726 9

（注）

　　　 １.　支給の基準は、役員給与規程、役員退職手当規程、職員給与規程及び非常勤

　　　　　職員就業規則等によっております。

　  　 ２.　給与支給人員は、１２ヶ月間の平均支給員数によっております。

　　　 ３.　損益計算書の退職金費用には退職年金拠出負担金（９５，０４９千円）が含ま

　　　　　れております。

　　　 ４.　その他の役員は非常勤です。

　　　 ５.　その他の職員は契約職員です。

　　　 ６.　中期計画においては、法定福利費等を含めて予算上の人件費としておりますが、

　　　　　上記明細には法定福利費等は含まれておりません。

役員及び職員の給与の明細

区　　　分
報　酬　又　は　給　与 退　職　手　当



（単位：円）

生物資源利用
研究事業

環境資源管理
研究事業

環境変動対策
研究事業

国際動向把握
研究事業

小計 法人共通 合　　　計

事業費用 1,099,501,839 703,420,681 229,448,287 138,114,052 2,170,484,859 1,386,109,630 3,556,594,489

研究業務費 1,099,501,839 703,420,681 229,448,287 138,114,052 2,170,484,859 913,498,331 3,083,983,190

一般管理費 -                    -                    -                    -                    -                    472,552,331 472,552,331

財務費用 -                    -                    -                    -                    -                    58,968 58,968

事業収益 1,103,252,131 703,420,681 229,448,287 138,114,052 2,174,235,151 1,394,106,506 3,568,341,657

運営費交付金収益 782,494,131 695,554,788 210,648,180 128,873,052 1,817,570,151 1,251,068,114 3,068,638,265

受託収入 278,663,245 7,865,893 18,800,107 9,241,000 314,570,245 3,464,510 318,034,755

　政府等受託 210,196,545 3,865,893 18,800,107 8,161,000 241,023,545 -                     241,023,545

　その他受託研究 68,466,700 4,000,000         -                    1,080,000         73,546,700 3,464,510 77,011,210

補助金等収益 42,094,755 -                    -                    -                    42,094,755 -                     42,094,755

資産見返負債戻入 -                    -                    -                    -                    -                    127,158,213 127,158,213

その他の収益 -                    -                    -                    -                    -                    12,415,669 12,415,669

事業損益 3,750,292         -                    -                    -                    3,750,292         7,996,876          11,747,168

総　資　産 -                    -                    -                    -                    -                    9,118,148,131 9,118,148,131

１．セグメント区分の方法

セグメントを研究事業に応じて区分しております。

２．セグメントごとの事業内容

独立行政法人国際農林水産業研究センター法第１１条第１項第１号業務を「生物資源利用研究事業」、「環境資源管理研究事業」、

「環境変動対策研究事業」と区分し、同項第２号業務を「国際動向把握研究事業」としております。

３．事業費用における法人共通経費は、管理部門が行う経費（光熱水料 87,379,943円、保守・修繕費 118,096,167円など）で研究部門に

割り振ることが出来ない経費です。又、事業収益における法人共通収益は、受託調査 464,510円、施設費収益 1,420,000円、寄付金収益 

2,452,800円などです。

４．総資産は、各研究事業ごとに割り振ることが出来ないため、法人共通としております。

５．前中期目標期間繰越積立金取崩額163,128円は、事業費用の研究業務費のうちの法人共通に計上されています。

６．各セグメントにおける損益外減価償却相当額及び、引当外賞与見積額、引当外退職給付増加見積額は以下のとおりです。

（単位：円）

生物資源利用
研究事業

環境資源管理
研究事業

環境変動対策
研究事業

国際動向把握
研究事業

小    計 法人共通 合　　　計

                    -                     -                     -                     -                     - 256,071,438 256,071,438

△ 279,507          1,682,520            617,467 △ 34,782          1,985,698 △ 3,175,697 △ 1,189,999

70,655,365 53,886,108 13,029,065 15,208,664 152,779,202 △ 149,687,311 3,091,891引当外退職給付増加見積額

区　　　　　　分

セグメント情報

損益外減価償却相当額

（注）

引当外賞与見積額



　　　　　　　　　　　　　　国際農林水産業研究センター

決　　算　　報　　告　　書

平成19年度

独立行政法人



予算の区分に従い作成した決算報告書
（単位：円）

予算額 決算額 差額 備　　　　　　考

収入

運 営 費 交 付 金 3,275,063,000 3,275,063,000 0

施設整備費補助金 74,065,000 74,060,700 4,300

受 託 収 入 197,477,000 318,034,755 △ 120,557,755 受託研究契約が増加したため収入増となった

補 助 金 等 収 入 0 68,555,952 △ 68,555,952 補助金等収入があったため収入増となった

寄 附 金 収 入 6,000,000 6,000,000 0

諸 収 入 1,260,000 10,308,551 △ 9,048,551 台風災害による保険金収入及び資産売却による臨時利益増のため

3,553,865,000 3,752,022,958 △ 198,157,958

支出

業 務 経 費 1,394,498,000 1,486,149,842 △ 91,651,842
研究施設に対する災害等に関する経費を一般管理費から流用及び
特許出願の追加、施設修繕等の増加のため

施 設 整 備 費 74,065,000 74,060,700 4,300

受 託 経 費 197,477,000 317,735,895 △ 120,258,895 受託研究契約が増加したため支出増となった

一 般 管 理 費 139,738,000 118,789,811 20,948,189 研究施設に対する災害等に関する経費を業務費へ流用したため

人 件 費 1,745,087,000 1,663,651,256 81,435,744 人員減による給与・諸手当、賞与等の支出減のため

3,550,865,000 3,660,387,504 △ 109,522,504

（注）
  ①決算報告書における区分は、年度計画に記載されている予算とした。
  ②予算額は当該年度の年度計画に記載されている予算とした。
  ③決算額は、収入については現金預金の収入額に期首期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預金の支出額に期首期末の未払金額等を
  　加減算したものを記載した。
  ④契約職員に係る人件費は損益計算書上、その他の人件費として計上されているが、決算報告書上、業務経費（204,967,294円）及び一般管理費（21,712,534円）
　　に表示されている。

計

計

区　　　　　分
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